
 

平成 20 年 9 月 25 日 

 

 

本部機構改革の実施について 

 

 

株式会社足利銀行（頭取 藤沢 智）は、本日開催の取締役会において、本部組織の

機構改革の実施について下記のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．本部機構改革の概要（本部組織の新旧対比表は別紙のとおり） 

（１）ＩＴ戦略推進室の新設ならびに営業統括部およびリテール企画部の改編 

   ＩＴ戦略推進室を新設し、ＩＴを活用したダイレクト営業の強化、ならびに 

  新たなＩＴチャネル開発の強化をはかる。これにあわせて、営業統括部およ 

  び営業企画部（リテール企画部を改称）の業務分掌を見直し、改編を行う。 

（２）シンクタンク設立準備室の設置 

   幅広い情報の提供を通じて地域経済の発展に貢献するため、シンクタンクの 

  設立に向けた準備に着手する。 

（３）広報室へのＣＳ推進事務局の統合 

   ＣＳＲに関する統括部署としての位置づけを明記するとともに、環境対応を 

  含めたＣＳＲへの取組み強化をはかる。あわせて、お客さまに対して広く情報 

  発信する広報活動と、お客さまの声を幅広く取り入れるＣＳ活動を統合し、双 

  方向のコミュニケーションを効果的に展開する体制づくりをはかる。 

（４）総合管理部を人事部、研修室、および総務室に改編 

   人材の能力向上を強化するため研修室を独立組織とし、あわせて総務室を分 

  離することにより、部門ごとの役割の明確化をはかる。 

（５）総合企画部へのガバナンス事務局の統合 

   ガバナンス事務局を秘書グループに改め、総合企画部に統合する。 

（６）これらに伴い、本部組織を 9部 9室 19 グループから、10 部 10 室 20 グループに 

  変更する。 

 

２．実施日 

平成 20 年 10 月 1 日（水） 

以 上 



本 部 組 織 新 旧 対 比 表

（現状） （変更後）

9部、9室、19グループ 10部、10室、20グループ

別紙

広 報 室

シ ス テ ム 室

ﾘ ﾃ ｰ ﾙ 企 画 部

人 事 グ ル ー プ

リ ス ク 統 括 室

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｶﾞ ﾊﾞ ﾅﾝ ｽ事務局

監 査 部

総 務 グ ル ー プ

公 務 金 融 室

事 務 企 画 部

市 場 企 画 グ ル ー プ

市 場 営 業 グ ル ー プ

国 際 業 務 グ ル ー プ
市 場 管 理 グ ル ー プ

市 場 金 融 部

地 域 金 融 部

融 資 管 理 部

チャネル企画ｸﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

市 場 運 用 グ ル ー プ

ｿﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ営業ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

ｺ ﾝ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｱ ﾝ ｽ統括室

与 信 企 画 グ ル ー プ

営 業 統 括 部

与 信 統 括 室

主 計 室

営 業 統 括 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

東 京 事 務 所

法 人 開 拓 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

Ｃ Ｓ 推 進 事 務 局

ﾀ ﾞ ｲ ﾚ ｸ ﾄ 営業 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

総 合 企 画 部

総 合 管 理 部

企 画 管 理 グ ル ー プ
プロジェクト推進グループ

情 報 系 グ ル ー プ

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ営業ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ
営 業 統 括 部 営 業 統 括 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

法 人 開 拓 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

営 業 企 画 部
店 舗 開 発 グ ル ー プ
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ＩＴ戦略推進室
Ｉ Ｔ 企 画 グ ル ー プ
ダイレクト営業グループ

公 務 金 融 室

市 場 企 画 グ ル ー プ

市 場 営 業 グ ル ー プ
資 金 為 替 グ ル ー プ

市 場 管 理 グ ル ー プ

市 場 金 融 部 市 場 運 用 グ ル ー プ

事 務 企 画 部

国 際 業 務 グ ル ー プ

与 信 統 括 室

融 資 審 査 部

融 資 管 理 部

シンクタンク設立準備室

東 京 事 務 所
総 合 企 画 部 秘 書 グ ル ー プ

主 計 室

人 事 部

研 修 室

総 務 室

リ ス ク 統 括 室

シ ス テ ム 部 企 画 管 理 グ ル ー プ
プロジェクト推進グループ

情 報 系 グ ル ー プ

広 報 室 Ｃ Ｓ 推 進 事 務 局

ｺﾝ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｱ ﾝ ｽ統括室

監 査 部


